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株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

連結株主資本等変動計算書
自　2024年４月 １日

至　2025年３月31日

（単位：千円）

当 期 首 残 高 100,000 4,197,792 936,870 △101,152 5,133,510 

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △192,929 △192,929 

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

1,076,442 1,076,442 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 末 残 高 100,000 4,197,792 1,820,383 △101,152 6,017,023 

当 期 変 動 額 合 計 － － 883,513 － 883,513 

当 期 首 残 高 △71,680 △1,946 △73,626 2,629 5,062,513 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

剰 余 金 の 配 当 △192,929 

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

1,076,442 

株主資本以外の項目の
125,285 1,314 126,599 △2,629 123,969 

当期変動額（純額)

当 期 末 残 高 53,605 △632 52,973 － 6,069,996 

当 期 変 動 額 合 計 125,285 1,314 126,599 △2,629 1,007,482 
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　　　　なお、連結子会社であった魚鮮水産株式会社は、当連結会計年度において清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

　　該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

　1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　３社

　連結子会社の名称 株式会社紅フーズコーポレーション

めっちゃ魚が好き株式会社

大田市場チムニー株式会社

しております。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　4．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　持分法を適用しない理由　　 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外

連　結　注　記　表

　関連会社の名称 株式会社つぼ八

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称

　　　　中部チムニー株式会社

(2) 非連結子会社の名称

　2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数　１社

　移動平均法による原価法

②　棚卸資産

 商　　　品　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 貯　蔵　品　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

①　有価証券

 その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しております）

　市場価格のない株式等

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④　長期前払費用

定額法

主な償却期間　　　　　３年～５年

定率法。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法

主な耐用年数

建物及び構築物　　　　８年～34年

工具、器具及び備品　　５年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

 々 の債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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 当社グループは、居酒屋を中心とした飲食業を営んでおり、顧客に商品及び関連するサービスの提供を行う義務を負ってお

　ります。当該履行義務は、顧客に商品及び関連するサービスを提供した時点で充足されたと判断し、当該商品及びサービスを

　提供した時点で収益を認識しております。

 （「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書き

に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下

「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方

針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱い

の見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更

は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。

　なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

　 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に

 重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

のれん　　　2,229,495千円

当社は、当該のれんについて、20年間の定額法により償却を行っており、 のれんの減損テストは、将来の事業計画に基づく将来

 キャッシュ・フローにより見積もっております。

有形固定資産　　　1,515,495千円

有形固定資産の減損テストは、主として店舗を基本単位としてグルーピングをしており、店舗における将来キャッシュ・フローに

 より見積もっております。

繰延税金資産　　　  948,993千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額により見積もっております。

　上記の見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、これらの仮定の見直しが必要となった場合、

 翌連結会計年度の連結計算書類において、のれん、有形固定資産及び繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

千円

（会計方針の変更に関する注記）

③　店舗閉鎖損失引当金

 店舗閉店に伴い発生する損失に備え、店舗閉店により合理的に見込まれる中途解約違約金等の閉店関連損失見込額を

 計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

(6) のれんの償却方法及び償却期間

 のれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

 基準によっております。

②  数理計算上の差異の費用処理方法

 数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括費用処理しております。

（連結損益計算書に関する注記）

　顧客との契約から生じる収益

　　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契約から生じる収益

　の金額は、連結計算書類「連結注記表（収益認識に関する注記）(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（会計上の見積りに関する注記）

（連結貸借対照表に関する注記）

　有形固定資産の減価償却累計額 10,067,276

普通株式                19,340,800  －  －                19,340,800

(単位：株)

株式の種類
当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末
期首株式数 増加株式数 減少株式数 株式数
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ことがあります。

であることから、記載を省略しております。

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

以下のとおりであります。

　（単位：千円）

　2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)

株式の種類
当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末
期首株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

　3. 配当に関する事項

ⅰ配当金支払額

普通株式                        47,895                                 -                                  -                        47,895

（決議） 株式の種類
配当金の総額 １株当たり

基準日 効力発生日
（千円） 配当額（円）

2024年11月12日
普通株式              96,464                    5.0 2024年９月30日 2024年12月２日

取締役会

2024年５月14日
普通株式              96,464                    5.0 2024年３月31日 2024年６月19日

取締役会

ⅱ基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

配当額（円）

2025年５月14日
普通株式              96,464 利益剰余金                     5.0

（決議） 株式の種類
配当金の総額

配当の原資
１株当たり

基準日 効力発生日
（千円）

　1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　 当社グループは、主に店舗の新規出店に必要な資金を設備投資計画に照らして、必要性を勘案し調達しております。資金

 運用については短期的な預金等に限定し、デリバティブ等投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 　営業債権である売掛金及びＦＣ債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引開始時に信用

2025年３月31日 2025年６月18日
取締役会

（金融商品に関する注記）

 　借入金は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う売上高の減少による資金繰り悪化に対応して調達したものであり、

 償還日は、決算日後７年以内であります。このうち、一部は金利の変動リスクに晒されております。

 　預り保証金は主に、フランチャイズ契約に係るものであり、フランチャイズの信用リスクによる影響を低減しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　 金融商品の時価の算定には変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する

　2. 金融商品の時価等に関する事項

 判定を行うとともに、適宜信用状況を把握しております。なお、ほとんどの債権は、１ヶ月以内の入金期日であります。

 　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

 当該リスクに関しては、四半期毎に時価や発行会社の財政状態等の把握のための情報収集に努めております。

 　差入保証金は主に店舗の賃貸に係るもので、差入先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引開始

 時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況の把握に努めております。

 　営業債務である買掛金、ＦＣ債務及び未払金は１ヶ月以内の支払期日であります。

 2025年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

 (1) 投資有価証券 347,977 347,977   －

 (2) 差入保証金 3,205,731 3,151,914  △47,817 

　　 貸倒引当金（*4）  △6,000 

資産計 3,547,708 3,499,891  △47,817 

 (1) 長期借入金（*5） 2,909,976 2,857,323  △52,652 

（*1）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの

（*2）「売掛金」、「FC債権」、「買掛金」、「FC債務」、「未払金」及び「短期借入金」については、

（*3）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は

区分 当連結会計年度

非上場株式（関係会社株式） 193,872 

 (2) 預り保証金 785,113 771,981  △13,131 

負債計 3,695,089 3,629,304  △65,784 

（*4）差入保証金に係る貸倒引当金を控除しております。

（*5）１年内返済予定の長期借入金も含めております。
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　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　　レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象と

なる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　　レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価

　　レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（単位：千円）

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の

時価に分類しております。

差入保証金

　これらの時価は、合理的に見積った将来キャッシュ・フローを国債利回り等の適切な指標を基に、割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

預り保証金

　これらの時価は、合理的に見積った将来キャッシュ・フローを国債利回り等の適切な指標を基に、割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（単位：千円）

　　　当社グループは居酒屋を中心とした飲食業を営んでおり、店舗において商品・サービスの提供を行っております。

　　店舗は当社及び連結子会社が直接運営を行う直営店、当社とフランチャイズ契約を締結したオーナー（以下、ＦＣオーナー）が

　　運営を行うフランチャイズ店舗（以下、ＦＣ店）から構成されております。

　　　また、ＦＣ店への商品の供給、経営に関する指導、ノウハウや情報の提供等を行っております。

　　　直営店売上については、顧客に商品・サービスを提供した時点で顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、

　　当該商品・サービスの提供時点で収益を認識しております。また、食材供給売上（ＦＣ店への食材等の販売）については、

　　食材等を顧客に納品した時点で顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、当該食材の納品時点で収益を認識し

　　ております。フランチャイズ契約に基づきＦＣオーナーから受領するロイヤリティ収入については、ＦＣ店への経営に関する指導、

　　ノウハウや情報の提供等を行うことにより、履行義務が充足されると判断しており、毎月の提供時点において収益を認識して

　　おります。

　3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

株式 347,977 － － 347,977 

時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産計 347,977 － － 347,977 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

差入保証金 － 3,151,914 － 3,151,914 

資産計 － 3,151,914 － 3,151,914 

負債計 － 3,629,304 － 3,629,304 

（収益認識に関する注記）

長期借入金 － 2,857,323 － 2,857,323 

預り保証金 － 771,981 － 771,981 

食材供給売上 2,750,183 -                                2,750,183

その他 908,782 -                                908,782

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

飲食事業 コントラクト事業 合計

直営店売上 20,737,695 1,778,825 22,516,521

外部顧客への売上高 24,440,489 1,778,825 26,219,315

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益 24,396,661 1,778,825 26,175,487

その他の収益 43,827 -                                43,827
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千円

千円

株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（注）２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 314

１株当たり当期純利益 55

円62銭

円79銭

円 －銭

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,076,442

普通株式の期中平均株式数 19,292,905

親会社株主に帰属する当期純利益 1,076,442

普通株主に帰属しない金額 －
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株主資本等変動計算書
自　2024年４月 １日

至　2025年３月31日

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

利益準備金
その他利益剰余金 利 益 剰 余 金

合 計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 100,000 772,621 3,425,171 4,197,792 313,177 463,926 777,104 

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △192,929 △192,929 

965,044 965,044 当 期 純 利 益

当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 - - - - 

株主資本以外の項目の

- 772,115 772,115 

当 期 末 残 高 100,000 772,621 3,425,171 4,197,792 313,177 1,236,041 1,549,219 

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 △101,152 4,973,744 △71,680 △71,680 4,902,064 

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △192,929 △192,929 

当 期 純 利 益 965,044 965,044 

株主資本以外の項目の
125,285 125,285 125,285 

当期変動額(純額)

当 期 末 残 高 △101,152 5,745,859 53,605 53,605 5,799,464 

当 期 変 動 額 合 計 -                           772,115 125,285 125,285 897,400 
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 当社は、居酒屋を中心とした飲食業を営んでおり、顧客に商品及び関連するサービスの提供を行う義務を負っております。

　当該履行義務は、顧客に商品及び関連するサービスを提供した時点で充足されたと判断し、当該商品及びサービスを提供した時点で

　収益を認識しております。

個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　1. 資産の評価基準及び評価方法

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

 商　　　品　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 貯　蔵　品　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

①　有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております）

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、のれんについては20年間の定額法により償却を行っております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④　長期前払費用

　2. 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法

主な耐用年数

建　　　　　　　物　　８年～34年

工具、器具及び備品　　５年～15年

②　賞与引当金

 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生している

定額法

主な償却期間　　　　　３年～５年

　3. 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個々

 の債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

④　店舗閉鎖損失引当金

 店舗閉店に伴い発生する損失に備え、店舗閉店により合理的に見込まれる中途解約違約金等の閉店関連損失見込額を計上して

 おります。

　4. 重要な収益及び費用の計上基準

 と認められる額を計上しております。

ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

ⅱ）数理計算上の差異の費用処理方法

  数理計算上の差異については、発生の翌事業年度に一括費用処理しております。

　5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　退職給付に係る会計処理

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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 （「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書き

に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下

「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

　 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を

 及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

のれん　　　2,229,495千円

当社は、当該のれんについて、20年間の定額法により償却を行っており、のれんの減損テストは、将来の事業計画に基づく将来

 キャッシュ・フローにより見積もっております。

有形固定資産　　　1,501,809千円

有形固定資産の減損テストは、主として店舗を基本単位としてグルーピングをしており、店舗における将来キャッシュ・フローに

 より見積もっております。

繰延税金資産　　 　 943,624千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額により見積もっております。

　上記の見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、これらの仮定の見直しが必要となった場合、

 翌事業年度の計算書類において、のれん、有形固定資産及び繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

千円

千円

千円

千円

千円

　当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としてグルーピングをしております。

増毛漁港直送 遠藤水産 ＪＲ新札幌店他合計13店舗につきましては閉店を決定したため、みつ囲 新宿西口パレット店他合計42店舗

につきましては、店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであるため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

千円

千円

千円

（貸借対照表に関する注記）

（会計方針の変更に関する注記）

短期金銭債務 37,974

長期金銭債権 10,000

　1. 有形固定資産の減価償却累計額 9,852,087

　2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 30,343

（損益計算書に関する注記）

　1. 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所

長期金銭債務 2,673

店舗

建物 札幌市厚別区

工具、器具及び備品 増毛漁港直送 遠藤水産 ＪＲ新札幌店

その他 合計13店舗

店舗

建物 東京都新宿区

工具、器具及び備品 みつ囲 新宿西口パレット店

その他 合計42店舗

　2. 関係会社との取引高

営業取引による取引高

仕　　入　　高 240,013

減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値（割引率5.6％）と正味売却価額のいずれか

高い金額を採用しております。

　減損損失の内訳は建物 214,608千円、構築物 345千円、工具、器具及び備品 25,973千円、その他 4,126千円であります。

営　業　収　益 327,633

営　業　費　用 59,688
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(単位：株)

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

普通株式                        47,895                                       -                                  -                        47,895

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

資産除去債務 269,802

減価償却超過額 264,718

（税効果会計に関する注記）

貸倒引当金 79,417

賞与引当金 50,878

退職給付引当金 83,673

一括償却資産 10,242

未払事業所税 8,260

前受収益 14,498

関係会社株式評価損 215,011

店舗閉鎖損失引当金 7,880

法定福利費 7,732

その他 14,873

繰延税金資産小計 3,477,342

投資有価証券評価損 211,722

繰越欠損金 2,238,630

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △ 15,070

評価性引当額 △ 2,481,901

繰延税金資産合計 995,440

繰延税金資産の純額 943,624

その他有価証券評価差額金 △ 36,745

繰延税金負債合計 △ 51,816
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千円

千円

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　　　　　　　　 株

　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　　　当社は居酒屋を中心とした飲食業を営んでおり、店舗において商品・サービスの提供を行っております。

　　店舗は当社が直接運営を行う直営店、当社とフランチャイズ契約を締結したオーナー（以下、ＦＣオーナー）が運営を行う

　　フランチャイズ店舗（以下、ＦＣ店）から構成されております。

　　　また、ＦＣ店への商品の供給、経営に関する指導、ノウハウや情報の提供等を行っております。

　　　直営店売上については、顧客に商品・サービスを提供した時点で顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断して

　　おり、当該商品・サービスの提供時点で収益を認識しております。また、食材供給売上（ＦＣ店への食材等の販売）について

　　は、食材等を顧客に納品した時点で顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、当該食材の納品時点で

　　収益を認識しております。フランチャイズ契約に基づきＦＣオーナーから受領するロイヤリティ収入については、ＦＣ店への

　　経営に関する指導、ノウハウや情報の提供等を行うことにより、履行義務が充足されると判断しており、毎月の提供時点に

　　おいて収益を認識しております。

円60銭

円02銭

円 －銭

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 300

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（注）２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 965,044

１株当たり当期純利益 50

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －

19,292,905

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 965,044

（収益認識に関する注記）
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